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	１．本合併の目的
	MAMとDRは、株式会社大和証券グループ本社（以下「DSGI」といいます。）を共通の親会社とする不動産アセットマネジメント会社であり、これまで別会社として、それぞれ独立して業務を行って参りましたが、今般、DSGIから、両社に跨っている不動産アセットマネジメント事業に係る人材・ノウハウを統合するとともに、大和証券グループの経営資源を集中し、運用基盤の安定化及び競争力の向上を図ることが、MAMが運用するJRHの投資主価値向上に資するのではないかとの提案があり、MAM取締役会で検討を行った結果、本合併...
	なお、JRHがMAMと締結している資産運用委託契約は、本合併によりDRに承継されます。また、本合併後もDRの商号の変更は予定しておりません。
	本合併により、MAMが築き上げてきた資産運用力とその基盤となる運用体制を本合併新会社が承継しこれを発展させていくことで、より強靭な不動産アセットマネジメント会社を目指して参ります。
	２．本合併の効果
	本合併の効果として、以下の点が期待されます。
	(1) プロ人材の確保と維持
	(2) 情報取得機会の拡充
	本合併新会社は、資産運用会社として日本最多となる、大和証券オフィス投資法人、大和証券レジデンシャル・プライベート投資法人（以下「DRP」といいます。）、日本ヘルスケア投資法人、大和証券ホテル・プライベート投資法人、JRHの5投資法人及び投資法人形態以外の不動産ファンド等（以下「その他ファンド等」といいます。）の資産運用業務を受託することになります。この結果、業界におけるプレゼンス・認知度がこれまで以上に高まり、単一のアセットタイプの運用だけでは取り組み難かった案件（例えば、複数の種類の資産を対象と...
	３. 利益相反防止体制について
	本合併により、賃貸住宅を投資対象とするJRHとDRPは投資対象が競合することになり、また、その他ファンド等も賃貸住宅に投資する可能性がありますので、本合併新会社では、賃貸住宅に関し、以下の「ローテーション・ルール」を設けることにより、JRH、DRP及びその他ファンド等の間で恣意的な物件情報の配分を抑制し、利益相反を防止するものとします。JRHにとりましては、ローテンション・ルール導入後も、本合併による情報ソースの拡がりや業界におけるプレゼンス・認知度の高まり（上記２（２）「情報取得機会の拡充」ご...
	＜賃貸住宅の取得に関するローテーション・ルール＞
	但し、以下の場合等は、ローテーション・ルールの対象外とします。
	① 売主その他の関係者よりJRH、DRP又はその他ファンド等のいずれかが優先検討者として予め指定されている場合
	② 共有・区分所有建物・受益権の準共有等の理由によってJRH、DRP又はその他ファンド等が既に権利を有している物件の場合
	③ JRH、DRP又はその他ファンド等が、隣接する物件を既に保有している等特殊な事情がある場合
	なお、賃貸住宅以外の物件については、本合併後も、本合併新会社において現行のDRの利益相反防止ルールを踏襲し、運用する投資法人とその他ファンド等の間で物件の取得機会の競合が生ずる場合には、投資法人とその他ファンド等の投資対象が競合する用途の物件については、まず投資法人に取得検討の優先権を付与し、投資法人が当該優先権を行使しないと判断した場合に限り、その他ファンド等が取得検討可能とすることで、投資法人とその他ファンド等の間の利益相反を防止します。
	４. 本合併の概要
	(1)本合併の日程
	（注1） 本日現在、MAMの発行済株式31,019株のうち、30,419株（98.1%）をDSGIが保有しており、株式会社三菱UFJ銀行及び株式会社三井住友銀行がそれぞれ300株（1.0%）を保有していますが、本合併を円滑に遂行するため、本合併に先立ち、DSGIは株式売渡請求によりMAMを完全子会社化する予定です。株式売渡請求の詳細については、本日付「株式会社大和証券グループ本社による資産運用会社株主に対する株式売渡請求を行うことの決定並びに資産運用会社による当該株式売渡請求に係る承認に関するお知...
	（注2） MAMのみ開催します（DRにおいては会社法第796条第2項に規定する簡易合併の要件を満たすため、本合併契約の承認に係る株主総会は開催致しません。）。
	(2)本合併の方式

